
第２章 北海道南西沖地震（奥尻島）

小野 智昭

１． 奥尻島の概況

（１） 地理と交通

奥尻島は，北海道の南西海上約20 の日本海にkm
2浮かぶ 南北27 東西11 周囲84 面積143， ， ， ，km km km km

の島である 。内陸部は山が多く，川筋に（第１図）

沿って狭小な平野部がいくつか展開し，町や集落

の多くは海岸付近の平野部や段丘に形成されてい

る。この島全体が奥尻町である。

大きな集落は，東海岸中央にあって役場などが

所在する奥尻地区，南端にある青苗地区である。

西側にある神威山麓の湯浜地区には，航空自衛隊

の分屯基地（北部航空警戒管制団第29警戒隊が配

置されている航空自衛隊三沢基地（青森県）の分

屯基地）がある。

幹線道路は，島を一周する道道である。島南端

の米岡地区の高台に奥尻空港があり，函館空港か

ら1往復就航している 。また奥尻港にはフェリー
1)

， ，が２航路あり 江差町との間で通年で日に往復2便

せたな町との間で夏季のみ日に1便または2便が運航する。

（２） 就業人口の減少と高齢化

18世紀後半から多くの漁業者が居住し始め，産業は漁業を中心とし，夏季には観光業が

盛んであるが，近年は漁業が後退し，公共事業に依存する建設業のウェートが高い。

ここで，震災直前時の産業について概観する 。2)

産業の中心である漁業はイカ，ホッケ等回遊魚の近海漁業，ウニ，アワビや，コンブ，

ワカメ等の磯根漁業が主である イカは 第二次大戦直後に イカブーム を呈したが 1950。 ， 「 」 ，

年代に減少・不安定化し，1970年代にさらに減少，加えてサンマが激減・消滅した。1977

年の200海里規制以降はマスが減少し，孵化放流事業により若干回復した。こうして震災

直前には回遊魚のイカとホッケ，根付きのウニ，アワビ等が中心となっていた（後掲

）。 。 ，第７図 また近海漁業と磯根漁業とを兼営するのが奥尻島の漁家の特徴である 漁期は

， ， ， ， ， ，ウニは7～8月 アワビは周年であり これに加えて タコや冬季の海苔 ホタテ イカ3)

鱈の一本釣り，大型船による底網でのホッケ漁などが行われていた。

産業別の就業者数でみると ，1960年代までは漁業が圧倒的であったが，70年（第２図）

第１図 奥尻島地図

資料： 地図に加筆。yahoo
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代に漁業就業者が激減する。

多くの漁業就業者は，零細か

つ不安定な漁業と零細な農業

を兼営する漁家農家であった

が，70年代の漁業の後退（特

にイカ，サンマ）により彼ら

が脱落する。加えて漁船への

省力機械の導入によって漁業

雇われが縮小し，漁業就業者

が減少する。それとともに就

業者総数が減少する。

農業は，かつては上述のよ

うに漁家による農業兼業（農家の自営漁業）が太宗であった。彼らは1950年代，イカ漁の

， ， ，後退による漁業の不安定化の中で 農業への傾斜を強め 農地面積は1961年には水稲130ha

普通畑作487 のピークを形成する。しかし1961年の農業基本法による選択的拡大政策にha

より，1960年代以降，畑作が後退し，零細農家（大半は漁業兼業）が脱農する。農業セン

サスの農家戸数は1960年→1970年→1990年に，総農家が867戸→280戸→95戸，第二種兼業

農家697戸→199戸→45戸と激減するのは，こうしたためである。他方で，高原部を利用し

haた畜産 とくに肉用牛生産 短角 が成長した 1990年農業センサスの経営耕地面積326， （ ） 。

のうち普通畑が182 で，その172 が飼料畑であり，さらに牧草専用地が42 である。販ha ha ha

（ ） ， （ ）売農家84戸 専業農家17戸 のうち肉用牛飼養農家は21戸で 607頭 ほとんど肉専用種

を飼養している。こうして畜産との複合農業が農業生産の中心を成していた。

製造業は水産加工が中心である。水産加工は，かつてはスルメ，煮ダコ，酢ダコの簡易

加工，マス，ホッケ，ウニ，ワカメの塩蔵という低次加工が漁家によって行われ，加工企

業の余地がなかった。し

かしイカの著しい不漁の

下で，イカの珍味加工な

ど調味干加工や燻製とい

う高次加工が企業により

行われるようになる。そ

の結果，70年代に製造業

への就業者数が増加する。

観光業は，入り込み客

数は年間5～6万人である

が，その3分の２が７・８

月の２ヶ月間に集中し，11

～4月の入り込み客はほと

んどない。主な観光客は，

札幌や函館等の道内から

で，客層は，若年層と家
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注．1950年は14歳以上、それ以外は15歳以上。
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族連れ中心の海水浴客，中高年男性が中心の釣り客である。

就業者数の減少とともに，人口は1960年以降，減少傾向にあり ，1990年の人（第３図）

口は4604人（1960年の58％）である。特に15～34歳の減少が大きく，さらに35～54歳も減

少し，それに伴って0～14歳も減少した。しかしこの間，世帯数は1550～1600程度で推移

しており，1960年以降，世帯数は維持されながらも新卒者を含む有業人口の流出や出稼ぎ

が継続したと考えられる（1970年代は，製造業での就業者数増加に伴い世帯数が増加して

いる 。他方，世帯数が維持されつつ高齢者は増加し，65歳以上の高齢者人口は５年で10）

％前後増加し続け，高齢人口割合は1960年の4.6％から1990年には15.6％となり，全道の
4)

12.0％より高いが道内全町平均15.4％と同程度である。

２． 北海道南西沖地震による被害

（１） 地震と被災状況

奥尻島は北海道南西沖地震の10年前，1983年5月26日の日本海中部地震でも津波で被災

している。同地震により，約20分後に青苗地区の岬地区に津波が襲来した。震源の位置が

島の北北西にあったため，東海岸にしか防潮堤がない岬地区は，西海岸からの津波によっ

て被災した。被害は，青苗地区を中心に住家全半壊21棟，死者2名であった。

北海道南西沖地震の本震は1993年7月12日22時17分頃に発生した。震源地は北緯42度47

km km分・東経139度12分で 奥尻島から60 程度の距離である 震源の深さは約34， 。（ ）第４図

で，マグニチュード7.8と推定され，奥尻島の震度は，地震計が設置されていなかったた

めに推定値であるが，震度6程度と考えられる。地震発生の5分後に札幌管区気象台は大津

波警報を発表したが，しかし津波の第一波は

地震発生後2～3分後に奥尻島に到達してい

た

と考えられる。津波の高さは最大で29ｍ（気

象庁「災害時地震・津波速報」によると21

ｍ ，青苗地区では5ｍであった。さらに青）

苗地区では，地震により発生した火災が翌日

まで延焼を続け，189棟，5.1 が消失した。ha

また停電に加えて唯一の幹線道路である島を

一周する道道が寸断されたことで情報収集や

移動の大きな障害となった。

この地震と津波による被害は第１表のとお

り。全道の死者・行方不明者229人，全半壊

， ，家屋1,009件 被害総額は1,323億円であるが

奥尻町の被害は死者・行方不明者198人（全

道の86％ ，全半壊家屋525件（同54％ ，被） ）

害総額664億円（同50％）であり，物的被害

第４図 震央分布図
（ 年８月１日～ 年３月 日、1923 2010 31

深さ０～ 、 ≧ ）100 km M 5.0
http://www.seisvol.kishou.go.jp/eq/資料：気象庁

。gaikyo/monthly201003/20100330nansei.html
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で道内の半分，人的被害ではその９割が奥尻に集中した。奥尻島全体の死者行方不明者は

人口の4.2％，全半壊は世帯の29.4％に及んだ。

被害額の内訳は，家屋が49億円，農業3億円，水産業69億円，林業158億円，商工業41億

円であり，水産業の被害が大きい 。また港湾・漁港が195億円，海岸・道路が126億円で5)

あった。

奥尻町内の被災状況を地域別に示したのが である。被害が大きかったのは，青苗第２表

地区 稲穂地区 松江地区 初松江集落 湯浜地区であり 多くの被災者が避難所への緊， ， （ ）， ，

急避難の後に，仮設住宅に入居した。ただし湯浜地区は仮設住宅の設置さえできずに，他

地区の仮設住宅へ入居している。

写真１ 青苗漁港での津波高さ11.7ｍ 写真２ 無縁海岸での津波高さ23.3ｍ

（単位：億円、％）

件数 被害額 件数 被害額 割合

229 - 198 - 86.5
1,323.1 664.2 50.2

全半壊 1,009 78.0 525 42.2 54.1
一部破損 5,488 39.7 827 6.9 17.4
農地(ha) 870 20.6 - - …

農産物(ha) 1,979 12.7 54 0.2 1.6
農業用施設 452 89.5 14 1.9 2.1

共同利用施設 42 2.2 2 0.1 4.5
営農施設 520 6.9 84 1.0 14.5

計 132.1 3.2 2.4
漁船 1,514 79.5 591 33.5 42.1

共同利用施設 214 19.4 49 11.2 57.7
その他施設 765 12.5 405 8.8 70.4

漁具 1332 15.4 938 9.5 61.7
計 134.9 68.7 50.9

238 217.4 55 158.1 72.7
2296 130.8 204 41.3 31.6

港湾・漁港 80 282.6 10 194.7 68.9
海岸・道路等 1,099 251.1 234 126.4 50.3

資料：北海道企画振興部南西沖地震災害復興対策室（1995）

注．割合は、死者・行方不明者以外は被害額。

土
木

奥尻島

第１表　被害状況

被害総額

林業
商工業

全道

家
屋

農
業

水
産
業

死者・行方不明者(人)

地区 集落 被災/被災前 仮設住宅 移転内容

342/504戸
107/1401人

稲穂 14戸 災害公営住宅4戸
海栗前 8戸
勘太浜 4戸
宮津

東風泊

球浦 球浦
24戸/56戸
3人/172人

6戸

奥尻 -
谷地 2戸
松江 -

初松前 24戸 災害公営住宅4戸
神威脇
幌内
藻内

資料：北海道企画振興部南西沖地震災害復興対策室（1995）、pp.75、81、88-91。
注．被災状況の「被災/被災前」は、上段が全半壊家屋/世帯数、下段が死者・行
方不明者/住民数である。

第２表　奥尻町内の被災状況と仮設住居への移転

24戸/56戸
3人/172人

奥尻

53戸/75戸
16人/231人

稲穂

5戸/127戸
0人/394人

宮津 4戸

263戸 高台地区移転188戸青苗 青苗

17戸/27戸
6人/65人 青苗高台地区移転

-湯浜

松江
41戸/90戸
32人/223人
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なお，奥尻町の緊急時におけ

る支援活動において特筆される

ことは，一方では，町内に航空

自衛隊分屯基地があったため，

災害勃発時から自衛隊の協力が

。 ，得られたことである 他方では

ボランティアの活動が大きく制

約されたことである。島への交

通手段が限られたことから，日

赤以外の学生・社会人のボラン

ティアは８月以降に受け入れが
6)

行われた。

（２） 青苗地区の被災状況

津波の後に火災が発生した青苗地区の

被害は甚大であった。

青苗地区の地形は，漁港背後地区（標

高3～6ｍ ，南端部の岬地区（標高3～4）

ｍ （両者を併せて「下町」と通称 ，高） ）

（ ）（「 」 ）台地区 標高15～30ｍ 団地 と通称

に分けられる。被災前の町内会は漁港背

後地区に１～４区，岬地区に５区，高台

に６，７区が位置していた。下町地区に

は，青苗漁港を中心に漁家が密集し，漁

協，農協，信用金庫，郵便局，診療所，

営林局，寺院，神社，保育所，中学校の

施設や商店，飲食店，民宿・旅館があっ

た。

青苗地区は，災害前は504世帯，1401人

であったが，被災は，住居被害342棟（世

帯の68％）死者・行方不明者は107人（人

口の8％）に及んだ 。特に低地（第５図）

帯である岬地区では 集落76世帯の住宅73，

棟がすべて壊滅し，215人の人口中71人

が死亡した。岬地区以外の下町地区は死

者・行方不明者は少ないが火災の発生に

より家屋の被害が大きい。他方で，標高15ｍ以上ある高台地区は津波の影響を受けず，火

災もなかった。震災時には，下町の住民は避難路を伝ってこの高台地区に避難した。

このように青苗地区の被害が甚大であり，また復興にあたっては一部住民が高台へ移転

写真３ 7月13日午後7時頃の青苗地区（北海道奥尻町

〔36〕より、共同通信社提供．）

第５図 青苗地区の被災状況
（ ）資料：図は北海道水産林務部漁港漁村課 2004

1994 1（元資料は北川他（ 、数値は南・大柳（））

。998）
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した。そのため，被災と復興に関する研究はこの地区に集中している。

３． 復旧・復興計画と復興状況

（１） 住宅と市街地の整備

１） 青苗地区の復興計画案

震災の２日後には宮沢喜一総理（当時）が奥尻島を訪れるとともに，国土庁長官を団長

とし12省庁からなる政府調査団が派遣され被害の状況の詳細な把握が行われた。こうした

初動時における政府や行政官の動きの早さがその後の復旧に有効であったいえる。

現地では，被災により奥尻町役場の機能が忙殺されたため，復興計画策定は北海道が主

導した。北海道は，７～８月にかけて，全戸高台移転，一部高台移転，低地部での市街地

再生の３ケースを比較検討し，8月20日に奥尻町に素案として示した。それをもとに北海

道は，9月24日にＡ案：全戸高台移転，Ｂ案：一部高台移転（低地に90戸の「漁師まち ）」

の２案併記を第一次復興計画として奥尻町に示した 。これら２案が9月30日に奥（第３表）

尻町議会で議論された。

しかし住民への情報伝達が不足していたため，10月9日に青苗地区住民により「被災者

のための復興政策を」として「奥尻の復興を考える会」が組織された 。19日に復興計画7)

の説明会が開かれ，28日には青苗地区の区ごとに説明会が開催された。旧５区（岬地区）

， 。の住民は10年前の日本海中部地震による津波被害の経験もあって 全面移転案に賛同した

しかし他の区では合意がえられなかった 。
8)

「奥尻の復興を考える会」は11月8日～12日に住民調査を行い，その結果に対応して11

月16日に町長は 一部高台移転案のＢ案のうち 低地部における 漁師まち を90戸から300， ， 「 」

戸に修正した案を提示した。300戸とは災害前の低地部の戸数の大半を意味する 。この町9)

の案が22日には町議会対策特別委員会で承認され，同日，町と「奥尻の復興を考える会」

共催の説明会で合意がされた その後 青苗臨海部での新居住地は 正式な第２次案から226。 ， ，

戸となり ，1994年４月の第３次案では180戸となった。他方，高台地区には188戸の団地
10)

（単位：戸）

高台地区 下町地区

A 全戸移転案
・高台に一体型市街地整備
・低地部に水産関連施設

390 -

B 一部移転案
・低地部に漁師まちを形成
・堤防堤による安全確保

300 90

・低地部に最大数の住宅整備
・防潮堤による安全確保
・道営住宅周辺の一般宅地を
減少する

175
(うち道営52)

226

・Ｃ案の修正
・道営住宅周辺の一般宅地は
整備しない

188
(うち道営82）

(うち町営8)
180

資料：南慎一・大柳佳紀（1998）表-3を一部修正。

注．「道営」「町営」は、道営および町営の災害住宅戸数。

第３表　青苗地区の復興計画の推移

道第２次案

道第１
次案

町復興計画案

宅地計画数
計画の考え方
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を整備し，そのうち82戸は道営，8戸は町営の災害住宅を建設することとなった。

２） 市街地整備

宅地の整備は国の事業等が用いられて行われた 下町の旧５区 岬地（ ， ）第６図 第４表 。 （

区）は，国土庁の「防災集団移転促進事業 （補助率75％）により高台に新居住地を設置」

して，住民は移転し跡地は町が買い上げる。

下町の旧１～４区は水産庁の「漁業集落環境整備事業 （補助率50％）による再開発で」

市街地を整備する。 ６～７ｍの盛り土の上に新居住地が設置され，防災を考慮して，幅
11)

員約８ｍの道路と両サイドに３ｍの歩道を配した幹線道路と緑地公園が設置される，その

道路沿いに商店

や事業所が集積

される。また，

家屋が壊滅した

湯浜地区の幌内

・藻内集落も高

台の新居住地に

移転するととも

に，稲穂地区で

は「漁業集落環

境整備事業 ，」

初松前地区では

町単独事業の「ま

ちづくり集落整

備事業」により市街地を整備した（前掲 参照 。第２表 ）

移転先である青苗地区の高台には，町有地や国有地を含む土地に居住地区が新たに設置

された。これとは別に，高台に土地を所有していた下町居住者等が，個別に住宅を新築す

る例もあった 。新しい居住地区は，区画整理事業ではなく，所有者から町が坪単価2万
12)

13)
円で一括買い上げして新居住者に販売した。

３） 住宅復旧と住民の推移

青苗地区の住民は震災直前の1999年4月1日現在で，下町地区に185世帯489人，高台地区

第６図 奥尻町青苗地区整備図
。資料：奥尻町HP:http://www.town.okushiri.lg.jp/bousai_kyukyu/nansei/nansei003.html

（単位：区画、軒）

区画数
道営
住宅

町営
住宅

望洋台団地 - 28 - -

高台Ａ団地
まちづくり集落

整備事業
39 26 8

高台Ｂ団地 56 56 -
高台Ｃ団地 40 - -

下町 市街地 180 - -
資料：北海道企画振興部南西沖地震災害対策室（1995）図5-1-6、南・大柳（1998）。

第４表　奥尻町青苗地区の整備計画

高台

漁業集落環境整備事業

災害公営住宅建設事業

防災集団移
転促進事業

事業地区
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に249世帯614人が居住し，両者の住民数の割合は被災前後で逆転する（下町＞高台から下

）。 ， ， ，町＜高台へ こうした住民数の変化に伴い 自治会は 震災前は下町地区に旧１～５区

， ， ， （ ，高台地区に旧７ ８区があったものが 震災後には下町に１～３区 高台に４～８区 ５

６区は旧来の居住地）へと再編成された。

仮設住宅から高台地区の道営，町営の災害公営住宅に多くの人が入居したが，下町の盛

り土工事と住宅地の完了後には，高齢の単身世帯や夫婦世帯を除いて，多くの住民が戸建

ての持ち家を新築して，公営住宅から転出した（平松〔34 。高台地区は，従前の住民〕）

が117世帯，新設団地への移転が188世帯あり，さらに個別で移転した世帯もあって，全体

で300世帯を超えたはずである。それが250戸程度になったのであるから，50戸以上が転出

したと推測される。災害公営住宅に一時入居して，住宅の改修・新築後に高台や下町に退

出した者がいたということである。公営住宅の入居には所得制限があるが，震災により住

宅を滅失した者は震災後３年間，所得制限無しで公営住宅に居住でき，３年後には退去し

なければならない。そうした入居者がいることも含めて，復興過程で災害公営住宅から退

去する住民がいることは当然に起こってくる。特に奥尻町の場合，次に述べるように住宅

新築に対する助成が義援金等によって手厚いことから，住宅を新築しやすかったことも要

因と推測できる。

写真３ 土盛りした下町 写真４ 下町の新商店街

写真５ 望洋台の住宅 写真６ 高台Ａ団地の道営住宅
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写真７ 高台Ｂ団地の道営住宅 写真８ 高台Ｃ団地の個人住宅

（２） 義援金による支援

１） 義援金の概要

自然災害からの復旧に関する膨大な費用の財源に関して，公共施設については国庫負担

の法制度があるが，被災地域住民の復旧・復興住宅，すなわち「個人」の生活再建は基本

的に自らの努力によらねばならない 。激甚災害の場合，その個人の経済負担は大きく，
14)

個人生活の復旧・復興に大きな障害となる。しかし個人に対する公的支援は，災害救助法

に基づく被災者への現物給付（避難所・仮設住宅，飲食料等）が中心であった。

そうした個人への公的支援の限界を埋め合

わせた第１は，全国から寄せられた義援金で

ある 。住宅新築と事業再開には多額の資金
15)

が必要であるが，奥尻の場合，それらは全国

から寄せられた膨大な義援金によってかなり

支えられた。義援金は合計で約190億円であ

り，それは被災者への直接配分に40億円（21

％ ，災害復旧・防災対策に6億円（3％ ，そして復興基金や後継者人材育成基金等へ144） ）

被災者配分支出額 4,009 (21.0)
人的被害見舞金 329 (1.7)
住家被害見舞金 2,043 (10.7)
農漁商工業被害見舞金 1,337 (7.0)

災害復旧・防災対策等 617 (3.2)
被災者救援物資等購入費 20 (0.1)
犠牲者一周年追悼式典費 21 (0.1)
復興チャリティーショー負担金 4 (0.0)
地域防災計画作成事務委託費 10 (0.1)
観音山壁画設置負担金 19 (0.1)
生涯学習センター設置委託費 35 (0.2)
被災地区造成事業公共用地購入費 462 (2.4)
各学校へ 27 (0.1)
各幼稚園へ 0 (0.0)
支出予定 20 (0.1)

復興基金積立 13,322 (69.8)
うち積立予定額 1 (0.0)

その他基金積立 1,100 (5.8)
後継者人材育成基金 1,000 (5.2)
北海道南西沖地震育英基金 50 (0.3)
北海道南西沖地震奨学金 50 (0.3)

19,084 (100.0)

項目 金額

支出（細目）

合　　計

（単位：100万円）

項目
日赤から 13,284 (69.7)

北海道から 2,178 (11.4)
奥尻町受付 3,585 (18.8)

被災者配分支出額 4,009 (21.0)
災害復旧・防災対策等 617 (3.2)

復興基金積立 13,322 (69.9)
その他基金積立 1,100 (5.8)

19,048 (100.0)

注．支出予定額を含む。利息は含まない。

合　　計

金額

収
入

第５表　　災害義援金収支（H7.9.30現在）

資料：関（1999）、p.39、表Ⅰ-6-2より作成。原資料は奥尻
町（1996）。

支
出
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億円（76％）が支出された 。（第５表）

個々の被災者への配分は，人的被害，住家被害，農漁商工業被害への見舞金である。そ

の具体的基準は に示すように，人的被害へは死亡者・行方不明者１人に対して300第６表

万円等，住家被害へは持家入居者の住家全壊に400万円等，農漁商工業被害へは自己所有

店舗・工場の全壊に300万円等が見舞金として支出された。

２） 住宅と産業への支援

公的支援の限界を埋め合わせた第２は復興基金である。前掲 に示したように義援第５表

。「 」 ， ，金の70％は復興基金の積立へ支出された 復興基金 は 1990年の雲仙普賢岳災害では

県の拠出や貸付を中心に財団法人雲仙普賢岳災害対策基金が設立された。雲仙の場合は県

が法人を設立したが，奥尻では町の条例によって基金を形成した 。両事例以降，災害基
16)

17)
金が大きく取り上げられるようになる。

この復興基金は，北海道南西沖地震による甚大な被害を受けた被災者の救済を図り，地

域住民の自立を支援するとともに，地域の総合的な復興に寄与するために，1993年12月に

。 ， ， ，設立された基金である 表に示すとおり基金によって 住民の自立 農林水産業（ ）第７表

商工観光，その他の復興支援のための各種事業が実施された。

被害区分 支給単位 支給額
死亡(行方不明含む) 300万円

軽傷 10万円
中傷 30万円
重傷 50万円
全壊 400万円
半壊 150万円
全壊 200万円
半壊 100万円
全壊 200万円
半壊 100万円

50万円
30万円

水産被害 １世帯 （注）
農業被害 １世帯 （注）

全壊 300万円以内
半壊 150万円以内
全壊 100万円以内
半壊 50万円以内
全壊 150万円以内
半壊 100万円以内

200万円以内
その他 １世帯 （注）

資料：下山（1996）表6、松田（1997）第４表。

１世帯

床上浸水
一部破損

持家
入居者

第６表　被災者への義援金の配分基準

１人

借家
入居者
借家

所有者

負傷者
人的被害

項目

住家被害

商工被害

その他の被災者

漁船等の被害
農地等の被害

注．水産被害、農業被害及びその他の被害の支給額は、被害の
程度に応じて配分委員会が決定する。

自己所有
店舗・工場

借用
店舗・工場

貸与
店舗・工場

生産機械器具・製品等の被害

１店舗等
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一般に個人の財産には政策的助成がないため，住宅建設等の住民生活の再建に困難が伴

う 。奥尻町では，義援金からの見舞金（持家全壊に400万円）に加えて，住民が住宅を18)

新築する場合には，復興基金から住宅取得費700万円と家具・家財購入費150万円との850

万円が支払われ，合計1250万円が支給される。建物自体の新築費用は1000万円から2000万

円であり ，その結果，被災者の大多数は1000万円以下の自己負担で住宅を再建できた。
19)

（松田〔46 ）こうした手厚い助成の背景には 「奥尻の復興を考える会」と「住宅支援〕。 ，

の改善を求める婦人の会」が「住宅支援を1200万円に！」という署名活動が行われたこと

があると考えられる（今井〔7 ， .271 。〕 ）p

。 ， ，漁業への支援も厚い 被害の多かった5ｔ未満の漁船については その建造に対して
20)

建造費のうち国・道が各1 3補助し，残り1 3のうちの2 3（全体の2 9）は「共同利用漁船/ / / /

建造及び利子補給事業」により助成し，購入者の負担は1 9の支払いですんだ。また中古/

漁船購入については，国の補助がない中で道の2 3補助と「共同利用中古船購入費助成事/

業」により，建造同様の支援が行われた。1996年度末までにこれら事業により建造・購入

された漁船は，ぞれぞれ294隻，13隻である。ただしこれら漁船は 「共同利用」であり，，

形式的には「ひやま漁協」 の共同利用船であり，それを漁民に５年間リースする方式を21)

とっている。このため船体に表示される名称は 「○○丸」ではなく 「奥尻＊＊号」とい， ，

う番号となっている。こうした結果，漁船の多くは古い木造船から最新鋭の 船に変わFRP

り，装備の充実と相俟って漁業の生産性向上を図る契機となるものと期待されている。

こうした5ｔ未満の漁船への手厚い支援に対して，5ｔ以上の漁船には適用されないこと

への不満が一部の漁業者から出た。災害当時イカ漁に出ていて被災しなかった船の多くは

20年以上の老朽船で，機械類も古いから，被災しない漁船にも支援してほしいという要望

設置 1993年12月21日
規模 132億円（当初90億円）

区分
生活福祉資金利子補給 在宅福祉サービス負担金助成 住宅解体費助成
災害援護資金利子補給 通学通勤交通費助成 住宅基礎上げ工事費用助成
母子・寡婦福祉資金利子補給 応急仮設住宅転出費用助成 定住促進土地購入住宅整備助成
冬季暖房用灯油等購入費助成 住宅取得費助成 家具家財購入費助成
営農施設等再建費助成 製氷貯氷冷凍冷蔵蔵施設等整備 ウニ・アワビ・ホタテ深浅移植助成
米穀共同利用施設整備助成 共同利用漁船建造及び利子補給 鮮魚運搬費用助成
農業復興特別助成 共同利用中古船購入費助成 小型漁船船外機整備費助成
天災資金利子補給（農業） 水産業共同利用施設整備助成 漁業青色申告会運営費助成
天災資金利子補給（水産業） 漁業者共同利用倉庫整備助成 漁業復興特別助成
漁具購入助成及び利子補給 小型漁船巻揚施設整備助成 共同利用漁業機材整備助成
中小企業事業再開助成 観光復興大型キャンペーン開催費助成 コミュニティプラザ整備
中小企業振興資金災害資金利子補給 観光復興キャンペーン事業費助成 観光案内所施設整備助成
観光案内板整備費助成 商業売店共同施設整備 賽の河原休憩所整備助成
地域イベント開催費助成
被災児童特別教育資金支給 総合体育施設整備 青苗墓地公園整備
防災行政無線戸別受信機購入助成 神威脇町内会温泉施設復興支援助成 郷土芸能保存強化整備助成
町内会各地域避難路整備 水難救難所体制強化支援 津波犠牲者慰霊塔建立
避難所等非常電源確保及び無線機整備 奥尻三大祭り復興支援 緊急避難用袋配備
災害用保安帽及び救命胴衣支給 高齢者スポーツ団体活動資材整備助成 復興基金支援施策ガイドブック作成
青苗地区下水道整備 被災地域お祭り復興支援 防災ハンドブック作成
被災地域集会施設整備 津波資料館建設 人材育成地域交流助成
被災地域うにまる街灯整備

資料：松田（1997）第５表。

注．簡略化のために事業名から「事業」を省略している。

第７表　復興基金による事業の概要

目的
北海道南西沖地震による甚大な被害を受けた被災者の救済を図り、地域住民の自立を支援するとともに、地域の総合的
な復興に寄与する。

内　　　　容

その他の
復興支

援

住民の
自立復
興支援

農林水
産業の
復興支

援

商工観
光の復
興支援
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が1994年1月に町に出された。その結果「漁業復興特別助成事業」として，被災しなかっ

た漁船に対しても2 3の補助が行われた。この事業により建造された漁船は29隻，中古船/

は7隻，機関換装が22隻で，約7億円が支出された。

5ｔ以上の漁船については，従来は「乗り子 （一定の固定給を支払う従業員）を雇っ」

ていたが，１人で操業できる船へ変更する傾向が見られ，5ｔ以上の漁船が大きく減少し

た。さらに性能の良い船になり，従来は奥尻に水揚げして翌日のフェリーで函館，さらに

は札幌の市場に出荷していたものが，対岸の大成町へ水揚げすることで，高い市場価格を

実現する例もあった。

こうした公的資金と義援金により漁業がハード面で全面的に刷新され，近代化したこと

松田〔47 ）は画期的であり，壮大な実験と評価されている （。 〕。

また，震災当時，イカ釣り等の漁に出ていた漁船は津波の被害に遭わなかったが，青苗

漁港が被災したため，東の松江港に船を係留した。仮設住宅の漁業者は，日本海側で漁獲

したものは松江漁港，本道近くで漁獲したものは大成町へ水揚げしたが，大成町へ水揚げ

する場合には燃料費が嵩むので 復興基金によって 鮮魚運搬費助成事業 を実施した 1993， 「 」 （

年に1200万円 。）

土盛りした新たな下町には，商店主の発議によって商店街が形成された。この商店街に

ける店舗建設においても災害復興基金による助成が大きな支えとなった 。
22)

こうして災害復興基金は 住宅への支援 34％ を中心に 商工業 22％ と水産業 14， （ ） ， （ ） （

（ 。国・道の補助金が交付されない対象やそれら％）の振興への支援等が行われた 第８表）

補助金が減少する３年目以降にも基金からの支援が行われ，迅速な復興に役立ったと地元では

評価している。

（３） 産業の復興状況

復旧・復興総事業費は610億円に加えて，復興基金支援事業による140億円により，住宅

取得費助成などの自立支援，農林水産業の復興，商工・観光業の振興に関する事業が行わ

れ，それら事業が終了した1998年３月に町は「完全復興宣言」をした。

復興過程とその結果について特徴点を記す。

（単位：百万円、％）

生活の安定 29 (0.2)
住宅の安定 4,861 (34.2)

農林業の振興 149 (1.0)
水産業の振興 1,971 (13.9)
商工業の振興 3,172 (22.3)
観光業の振興 150 (1.1)

防災関連 241 (1.7)
まちづくり関連 1,288 (9.1)
住民活動関連 1,629 (11.5)

公園 510 (3.6)
その他 213 (1.5)

14,212 (100.0)
資料：南他（1995）表-5に表側を加筆。

商工観光の
復興支援

その他の
復興支援

合　　　　計

第８表　災害復興基金の使途

所用見込額事業区分
住民の自立
復興支援

農林水産業
の復興支援
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復旧工事中は，災害復旧工事の人員は島に宿泊する必要があるため，建設業と旅館・民

宿が復興景気に潤った。また漁場や船に被害を受けた漁師が災害復旧工事に従事すること

でその期間の収入を得ることができた （松田〔46 ）こうして震災後３年間は復興景気。 〕。

があったが，その後は公共事業の全体的停滞の中で，建設業は厳しい状況にある。

漁業については，最大の被災地であった青苗漁港区域内に北海道開発局の設計・施工で

人工地盤が建設され，2000年10月に完成した。これは，海面からの高さが7.7ｍあり，地

震による津波発生の場合に作業中の漁業者等が高台へ避難する機能に加えて，１階の空間

部を漁業従事者等の作業スペースとして利用できる施設となっている。

写真９ 人工地盤 写真１０ １階空間部は作業スペース

写真１１ 人工地盤から橋を通って下町へ 写真１２ 下町から見た人工地盤

， ， ，磯根のウニとアワビは 震災後に資源量調査を実施して ウニは1994～1995年の２年間

アワビは1994～1996年の３年間，禁漁にして資源の回復を図った。ウニについては1996年
23)

の夏から漁を再開し（松田〔46 ，アワビは1997年から漁を再開（松田〔47〕 .139）〕） p

している。この間，ウニついては，従来から行っていた平行移植に加えて，深浅層移植の

事業を４年間実施した。 。
24)

またアワビの種苗放流を行って資源の回復を図るようになった。1999年に町営のあわび

種苗育成センターが完成し （社）北海道栽培漁業振興公社から30 の種苗を購入して，， mm
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温泉水を利用して50 まで稚貝の育成を行っている。漁協では，その稚貝を毎年５万個mm

を放流し，３～５年で70～75 にして販売している。また青苗地区では漁業者が海中養mm

。 。殖を行っている さらにひやま漁協全体でマナマコの種苗放流を2006年から実施している

回遊魚については，先述のように，奥尻へ水揚げする場合と，本道の大成町へ水揚げす

る場合とでは，後者の方が価格が高い。しかし漁船の燃料費を考慮すると，価格差は所得

， 。 ，に反映されないため 本道近くで漁獲したもののみが大成町へ水揚げされている ただし

解禁当初の６月のイカは小振りで鮮度落ちが早いため，全量を大成港へ水揚げしてる。い

ずれの港に水揚げしても，ひやま漁協が運営する卸売市場への上場であるので，大成に上

場した場合でも，奥尻の水揚げ分としてカウントされている。

漁協の共同利用船は，道や復興基金による助成が手厚かったために（2000万円の漁船が

約100万円の自己負担，それを５年リースで支払う ，実際には漁業者１軒が１艘の船をリ）

ースし，５年後には個人有の漁船となった。 製なので，船体は現在も現役で，機械類FRP

が更新されて使用されている。

その後の奥尻町の漁業

生産高は1992年に14.4億円

であったが，震災後の1993

年には6.7億円となり 2010，

。年には8.9億円に回復した

しかしウニ，アワビを含

めて震災前までの水準に

（ ）。回復していない 第７図

特に被害が大きかった青

苗漁港については，漁業

者も大きく減少しており，

生産高の減少が大きく，漁獲量は震

災前の７割程度，金額は半分以下に

なっている（ 。第８図）

こうした不振の要因として，以下

の点が指摘できる。

第１に資源（回遊魚，根付き資源）

の問題である。津波によって岩場が

荒らされるなど資源状況が大きく変

わったことが指摘されている （松田。

〔47〕 .139，同〔48〕 .44 45 ）しp pp - 。

かしその後，磯根については資源量の回復が図られているものと考えられる。

第２に，震災以後における漁業者の減少と高齢化とが大きく影響している。漁業センサ

スによって漁業経営体数の推移を示す（ 。1988年に401経営であったものが，震災第９表）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1992 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06

（ｔ）（百万円）

第７図 奥尻町の漁業生産高
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後の1998年には254経営体に減少している。漁業就業者数は，1990年の418人から2005年に

は195人に半減しており（前掲 ，同様の傾向を示している。こうした漁業者数の減第２図）

少に与えた震災の直接的影響についてみると，ひやま漁協奥尻支所の正組合員は1992年度

， ， ，末に407名であったが 1993年度中に震災による死亡が26名 廃業による脱退が24名あり

合わせて50名が減少し，1994年度当初には357人になった。被害の大きかった青苗地区で

は 被災による死亡と廃業により 1994年までに青苗地区の漁業従事世帯は161世帯から139， ，

世帯へ，漁業従事者は170人から145人へ減少している。こうして震災は，漁業者の死亡と

いう被害をもたらすとともに，高齢者を中心とする漁業者の廃業を促進した。

しかし高齢化等による漁業者の減少

はその後も進展し，漁業センサスでの

漁業経営体数は2008年には179経営 1988，

年の45％にまで減少している。漁協の

製組合員も，2011年度当初には正組合

員は187人となり，1992年度の46％減少

している 。すなわち被災によ（第９図）

る直接的な減少よりも，その後の漁業

者の減少の方が遙かに大きいのである。

加えて漁業者の高齢化も進行しており，

漁協正組合員の年齢構成を見ると，60

歳以上の割合が1994年の45％から2011年

には68％にまで上昇している。こうし

た漁業者の減少と高齢化とが漁業生産

の不振に影響していると考えられる。

水産加工業の変化も大きい。震災当

時は加工業者は７社（比較的大規模な

業者は２社）あり，震災後は復興基金

の支援で事業を継続した。しかしその後，高齢化による経営者の死亡などで工場が閉鎖さ

れ，現在も残っているのは２社である。またこの間に，新たに３社が新規営業している。

ホッケの開きや生干しカレイなどの珍味加工や生ウニ加工を行っているが，こうした製造

業の就業者数は減少し続けている。

観光業については，観光客の入り込み数は，震災前の6万人には及ばないが５万人に回

復している （南〔51 ， .47）。 〕 p

（単位：経営体）

1ｔ未満 1～5ｔ 5～10ｔ 10ｔ以上

1988 401 0 211 122 42 20 5 1
1993 … … … … … … … …
1998 254 0 148 78 14 6 5 3
2003 191 0 98 70 15 5 2 1
2008 179 3 96 63 9 3 4 1

資料．漁業センサス．
注．2008年は、船外機付漁船を動力船1ｔ未満として表示した。

第９表　奥尻町の漁業経営体数

漁船使用漁船
非使用

漁業経
営体数
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定置
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（人）

70歳以上
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資料：ひやま漁協奥尻支所資料．

注．各年度当初の人数．

357

290

249

200
187

第９図 ひやま漁協奥尻支所の年齢別正組合員数
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農業については，農家は水田作と肉牛の複合経営が中心であり，この特徴に大きな変化

はない 水田は21戸で36 年額で約2千万円程度の販売である うち7戸が 肉用牛を300。 ， 。 ，ha

頭飼育して素牛を生産し，その販売額は約4千万円である。牛は，褐毛和種が中心で，一

部に黒毛和種がいる。国営草地を240 整備し，かつては短角牛が300頭いたが，単価が低ha

いために褐毛和種や黒毛和種に移行したものである。奥尻町酪農・肉用牛生産近代化計画

の中では，かつては1500～3000頭を計画したが，後継者が不足しているので現在では300

頭で推移している。

農業の新たな動きの１つは グリーンアスパラのハウス栽培である 2004年から5戸が35， 。

棟で開始した（道の補助金と補助残に町が利子補給 。現在，1.5ｔの生産で，1200万円の）

販売がある。このうち３戸は肉用牛も飼育する複合経営である。

もう１つ，特筆に値することは 「完全復興宣言」の翌1999年に，遊休地を活用したブ，

ドウ栽培を開始し，2009年からワインを醸造・販売している(株)奥尻ワイナリーの存在で

ある 。公共事業が集中する震災景気の後の雇用機会確保として，地元建設業者がワイン
25)

用ブドウの生産とワイン醸造を計画し，道庁とともに試験を行った。現在25 に10種類，ha

６万本のブドウを植えているが，幼木が多く2010年度のワイン生産量は32 である。こうt

したワイン生産は，ブドウ栽培と合わせて雇用の場を増やし，また観光業への波及効果も

あると評価できる。

（４） 人口減少・高齢化と後継者確保

震災後，町の人口は前掲第３図のように，1990年の4,604人から2005年の3,643人へ21％

減少した（この間，復興景気で一時的な世帯数増加がある 。30歳代以下の若い世代が減）

少し続け（34歳以下は1,838人から1,157人へ37％減少 ，他方，高齢者は718人から999人）

へ39％増加し，高齢人口割合は15.6％から27.4％へと上昇している。

震災直後，島外へ移動した住民のほとんどは，その後に帰島した（１人だけが函館の子

どもの所に移転した 。被災により約200人の住民が死亡・行方不明となったが，その後の）

人口減少と高齢化は，被災そのものの結果ではない。

奥尻島内の中卒者のほとんどは奥尻高校へ進学する（少数の大学進学希望者は函館市の

高校へ進学する 高卒者のうち ２年に１人ほどは漁業者になる者もいる また信用金庫）。 ， 。

の女性職員の退職後補充は奥尻高校から採用している。しかし高卒者の多くは，短大や専

門学校へ入学するために島外へ出て行く。彼らはその後，他出先に生活基盤を形成し，Ｕ

ターン者は少い。奥尻島にＵターンして就職する者は，役場へ毎年１人（島内で最も就業

者が多い事業所は役場であり 毎年１人以上の募集を行っている あるいは親の面倒を見， ），

るために帰島する者（独身者に限られる傾向にある）であるという。他方，島内に残った

高齢者世帯は，一人で生活できなくなると子どもが引き取って離島するのがほとんどで，

施設に入る人もいる（特別養護老人ホームおくしり荘の受入人員は30人 。こうして，高）

卒者を中心とする人口の社会減が継続し，青壮年や新生児の自然減により，人口全体の傾

向的減少が引き起こされている。震災前から存在したこの傾向が，震災後にも継続してい

るのである。
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４． 過去の文献の紹介

北海道南西沖地震による奥尻島の被災とその復興に関する調査・研究等には以下のもの

がある 。26)

行政等による記録として，震災とその被害に関して，北海道檜山支庁地方部振興課企画

室〔43 ，北海道南西沖地震記録書作成委員会〔42 ，北海道奥尻町〔35 ，東京都総務局〕 〕 〕

災害対策部防災計画課編〔26 ，また復興に関して，北海道企画振興部南西沖地震災害復〕

興対策室〔40 ，北海道奥尻町〔36〕がある。また当時の記録として新聞社による北海道〕

新聞社〔37 ，朝日新聞社〔1 ，被災当時の住民による今井〔7〕がある。〕 〕

調査・研究として災害と復興全般を取り扱ったものには，北川他〔10 ，北海道立寒地〕

住宅都市研究所〔38 （財）都市防災美化協会〔27〕があり，復興状況に関しては，関〕，

〔 〕，〔 〕， 〔 〕， 〔 〕， 〔 〕 。 〔 〕，20 23 松田 46 進藤 19 南 51 がある また文献を整理した内閣府 29

津波災害による復興対策をまとめた国土庁防災局〔14〕がある。

先に，奥尻島における被災と復興に関する研究は青苗地区に集中していることを指摘し

たように，調査・研究はその市街地復興に集中し ，特に建築学等の研究者による住宅建
27)

設やまちづくりに関する被災者アンケート等の調査研究が多い。そのなかで住宅建設やま

ちづくりの実態やそのあり方を検討した研究には，安藤他〔2 ，牧〔44 ，南他〔53 ，〕 〕 〕

北海道立寒地住宅都市研究所〔39 （財）都市防災美化協会〔28〕がある。〕，

， ， 〔 〕， 〔 〕， 〔 〕，経済生活を含めて 生活再建に関するものには 石川・伊村 5 熊谷 13 中林 31

平松〔34 ，関〔21 〔22 ，馬越他〔45 ，特に漁業復興については松田〔47 ，同〔48〕〕 〕， 〕 〕 〕

があり，震災後の伝統文化の変容に関する池田〔3 ，同〔4〕や災害文化について追悼行〕

事を事例にした定池〔16〕 の研究がある。
28)

〔 〕， 〔 〕， 〔 〕，また義援金等の経済的支援の仕組みと実態に関しては南他 52 下山 18 岡田他 8

佐藤〔15 ，などがある。〕

以下，いくつかの論点に分けて，既存研究の紹介を行うとともに，現地ヒアリング調査

により若干の捕捉を行う。

○被災の影響について

津波の溺死者は10歳未満の子供や61歳以上の老年世代が多く 奥尻町では死者198人中91，

人（45.5％）が60歳以上であった（山下〔58 。〕）

奥尻は災害がなくとも高齢化・過疎化が進行していた地域であり，災害によってその傾

向が加速され，1997年に比較して2000年の方が生活が苦しくなっている（馬越〔45 。〕）

被災後の職業移動については，津波で船を流され，また高齢のために，震災を機会に漁

業を廃業して転職した者が多い 。壊滅した旧５区（岬地区）の住民77世帯のうち，災害
29)

後島外へ転出した５戸中の４戸は漁家であった（転出先は函館 （関〔21〕 .175 。） ）p

○復興計画策定過程について

（ 〔 〕）。市街地の復興計画をまとめる過程に関して次のような教訓を整理している 野島 33

①地震災害の後は，遺体捜索，安置，慰霊式を終えて住民が深い悲しみから立ち直った後
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でないと計画を示して合意を形成しようとしても難しい。被災後の混乱期には行政，特に

都道府県の計画部門が計画の準備に専念し，早急に計画を固める必要がある。②知事など

のトップレベルが整備に向けて強い意志決定をいち早く行い，地元の地方公共団体に全面

的にバックアップする旨をできるだけ早く伝えて不安を鎮める。③優れた計画であっても

強権的に住民に押しつけては合意を得られない。行政サイドは住民の意向を尊重する姿勢

を示しつつ，公正な立場で自信を持って計画案を示し，説明し，同意を得る必要がある。

④計画案を住民に説明，住民の意向を行政サイドがキャッチするのには，行政サイドだけ

での動きには限界があり，適切な住民団体やコンサルタントを間に立てることにより，行

政サイドと住民サイドとの対立を回避できる。⑤経済的な再建の目途が立たない限り，被

災者はなかなか計画に同意できない。

○高台移転計画に関して

①建物の全半壊が６割を超えた青苗 稲穂 松江 初松前 湯浜 藻内 幌内 地区は， ， （ ）， （ ， ）

集落の移転問題が検討された。②津波に対する危険性を最大限回避するには，高台への移

転が必要である。しかし青苗岬周辺地区以外は防潮堤を設置し在来地へ住宅を再建した。

こうした移転議論の背景には，居住地の安全性と漁業就労上の利便性の意見があった。③

集落の移転には移転先の用地確保が重要であるが，移転先が複数に分かれることで，コミ

ュニティ形成，地区中心の形成に問題が生じた。④住宅移転を伴う集落再整備案への合意

， ， 。形成は 基本方針や防潮堤の計画案等の住民の判断材料の提示の仕方 時期が重要である

⑤集落再整備には地元の合意形成が重要であり，地縁関係や漁業就労関係のために，在来

地で再建する場合（野名前，初松前）がある （南〔54〕 .73 77 ）。 。pp -

奥尻町がとりまとめた地区別の復興まちづくりに対する意向は，青苗地区では，漁業者

は，前浜に近く海の見える場所に住みたい，商業関係者は，まとまった住宅地の形成を望

む，高齢者は，住み慣れた土地で再建したい，若年層は住み慣れた土地に執着することな

く安全な高台移転を望む，というものであった （南〔54〕 .67 ）。 。p

青苗地区の漁業従事者のうち高台移転を希望する者は，従前の居住地の安全性に不満を

持つ者が多く，現地復興希望者は安全性に満足する者が多い。また後者では移転先住居の

敷地面積（70坪）の狭さと海への道路網の整備を問題としている（安藤他〔2 。〕）

ヒアリングによると，被災者の新規住宅建設地域の選択には，職業，年齢，地域によっ

て違いがある。高齢者や漁業者は前住地希望が多く，商工関係者は商売がしやすい市街地

形成を前提とし，若手層は前住地にこだわらない。漁業者の海岸平野居住の希望は漁業の

利便性を考慮したからである （進藤〔19〕 .62 ）。 。p

しかし高台移転は，この震災を機に始まったものではなく，以前からあった課題が震災

を機に解決されたことが指摘されている。青苗地区では，津波の危険に加えて，古い漁業

集落であるために交通輸送面や商店配置に不都合が生じていたため，高台への住居移転に

よって再開発を進める話し合いがなされてきていた 。しかし漁民は海浜近くに住居を持
30)

ちたく，特に高齢者は古い街路を好む傾向にあって，納得が得られなかった。また危険を

承知しながらも，新築予算の捻出の困難から決断できなかった人もいる。災害を契機とし

て，危険の教訓と財政的支援が，住民意識の改革を一気に進めた （進藤〔19〕 .57 ）。 。p

青苗地区での「高台」とは20～30ｍの標高にある丘状の土地で，以前から青苗地区の一
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部住民の住宅があった所である。この点で，三陸地方における高台は，地形的制約から従

来の集落からはかなりの距離がある場合が多いこことは，かなり条件が異なっていること

に留意する必要がある。

移転に関して，漁港に漁業施設を建設したため，漁業者の多くが高台移転に反対すると

いうことではなかったという事実も重要であろう。説明会時にマイクを持って高台移転に

反対したのは確かに漁師であり，そうした反対者の様子がテレビで放映されたが，一方，

高台移転に賛成の人は意見を言わない。そのため移転反対が多数者の意見のように見える

が，その絶対数は少なく，ほとんどの住民は移転に賛成であったと言える。

○移転先でのコミュニティに関して

奥尻町の被災集落は漁業者が中心の漁業集落であり 親族ネットワークの累積 が確認，「 」

されていたが（関〔22 ，移転先では他集落と混住化され，都市的生活様式に変化して〕）

いる（関〔21 。〕）

○経済生活再建の重要性に関して

石川・伊村〔5〕は，文献等のデータから，被災者が離島するか否かの選択をする機会

は２回あり，１回目は被災直後の避難目的の一時的な離島，２回目は仮設住宅入居時であ

り，去就決定の第一要因は仕事の継続・経済である，としている。また避難所から仮設住

宅入居への移行は，仮設ながらも住居が安定し，仕事が再開され，復興が促進される大き

な節目になっている。仮設住宅への移行に際して，新たな借金をしなければ仕事が再開で

， （ ） 。きない住民は 救援物資を利用した生活 避難所での生活 を続けることを指摘している

熊谷〔13〕は，物的な復旧・復興に加えて被災住民の経済的・精神的回復等の社会的復

旧・復興に関する研究を行い，青苗，奥尻地区でのアンケート調査から，自宅を失った世

帯では応急仮設住宅入居後に買い物を始めることが多いこと，漁業者を中心に大きな被害

を被った世帯は仕事を失い，経済的復旧が長期化し，仕事を再開するための資金調達等の

生計回復は長期化する傾向が強いことを指摘している。

中林〔31〕は，1997年8月時点での被災者の生活復旧に関する満足度の差を調査し，以

下の指摘をしている。被災時の被害の程度よりも被災後に収入の高い仕事への就職や住宅

再建への経済的支援など，各家庭の経済面に関わっていて，震災後の経済的なリカバリー

がうまくいったかどうかにかかっている。また現在の暮らし向きは仕事を早く（震災後１

ヶ月）に再開できたかどうかにかかっている。

○義援金の使途について

奥尻町では全国から集まった膨大な額の義援金を，被災者の生活や事業の再建への支援

に充てるとともに，公共施設へも充当した。これに対して，総合体育館（15億円）等の公

共施設は一般会計から支出するべきであること，また後継者人材育成基金（10億円）等に

被災者のために送られた義援金の一部を使うことには批判がある（今井〔7 ， .270)。そ〕 p

の一方で，漁村の活性化に意欲ある漁業後継者や漁業リーダーの育成が必要であり，後継

者育成基金を基軸にした取り組みへの期待もある（松田〔47〕 .150 。p ）

， ，こうした義援金の使途について野島は 奥尻では被災者１人あたりの義援金額が大きく
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その配分を巡って行政と住民の間，住民相互間で不満や対立が生じたこと，義援金の拠出

は被災者を救援するためであり，その一部を公共施設の地元負担に宛てるのは定説ではな

く，適切な使途を決定する合理的な手続きの検討が必要であると指摘する （野島〔33〕。

.52 ）また野島は 「奥尻の復興を考える会」の活動に注目し，被災地の復興を支援するp 。 ，

ために全国から寄せられた義援金の使い方を町当局まかせにするのではなく，最も適切な

， ， 。使途に充てるよう 町民 特に被災者が町に要求していこうとするところを評価している

（野島〔33〕 .33 ）p 。

○地方財政問題について

被害額は664億2千万円であり，奥尻町の1992年度決算（バス交通事業，自動車整備工場

事業を含む）44億4千万円の15倍であった。甚大な被害からの復旧・復興のために1993年

度，1994年度の決算は176億3千万円，185億3千万円となった。奥尻町は震災前から多額の

町債を発行していたが，1994年度には153億円の町債を発行し，こうした町債発行が町の

財政を圧迫することが懸念される （松田〔46 ）。 〕。

震災からの復旧・復興事業では，国・県の事業には町財政からの持ち出しが伴い，また

町単独事業も発生するため，その歳出のために町債発行が必要となる。奥尻町は財政再建

団体になってはいないが，交際費負担適正化計画を2006年度に策定して，町債残高は2008

年度をピークとして，現在は減少している。

５． 東日本大震災への示唆

奥尻島での被災は東日本大震災と共通点がある。第１は，奥尻島は島嶼部であるため，

内陸部や都市部での地震災害と異なって，火災に加えて津波災害を伴う複合災害であった

こと，第２に，奥尻町は地形の制約から交通手段は海岸線に沿って島の周囲を走る幹線道

路が１本あるだけである。この道路が地震によって分断，破損，土砂崩れにより不通とな

り 代替交通アクセスが欠如したこと 第３に産業が漁業と観光業であったことである こ， ， 。（

れらの特徴は関〔21 〔22 〔23〕が指摘 ）特に後２者は，三陸地方と共通する点であ〕， 〕， 。

る。

東日本大震災からの復興に向け参考となる研究成果は以下のとおり。

① 過疎化・高齢化と被災の影響に関して，奥尻は被災以前から高齢化・過疎化が進行し

， 。 ， ，ており 災害はその傾向を加速させた 漁業についても 漁家の高齢化がすでに進行し

被災による漁船の喪失を機会に，漁業の廃業と高齢化が促進された。

② 復興計画策定について，優れた計画であっても強権的に住民に押しつけては合意を得

られなく，行政サイドは公正な立場で計画案を示し，説明し，住民の同意を得る必要が

あるとともに，適切な住民団体やコンサルタントを間に立てることで，行政サイドと住

民サイドとの対立を回避できる。また被災者が計画に同意するには経済的な再建の目途

が必要である。

③ 津波に対する危険性を最大限回避するには，高台への移転が必要であるが，奥尻島で

は建物の全半壊が６割を超えた地区で集落の移転問題が検討された。高台移転か在来地
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， ，での居住かは 漁業関係者は居住地の安全性と漁業就労上の利便性の判断により異なり

商業関係者は市街地形成を望み，高齢者は，住み慣れた土地での再建，若年層は安全な

高台移転を望む。

基本方針や防潮堤の計画案等の判断材料の提示の時期や仕方が，合意形成に重要であ

る。しかし青苗地区での高台移転の検討は，震災を機に始まったものではなく，以前か

らあった再開発の課題が，震災を機に，危険の教訓と財政的支援によって住民意識の改

革を一気に進めたことに留意する必要がある。

④ 一部住民の高台移転により地区中心が分断され，旧来のコミュニティに問題が生じた

が，移転先では他集落と混住化され都市的生活様式への変化など新たなコミュニティが

形成されている。

⑤ 仮設住宅入居後は，自費での生活が開始されるが，他方で，借金をしなければ仕事が

再開できない住民は避難所での生活を続ける。仮設住宅入居は，離島するか否かの選択

をする時期であり，その決定の第一要因は仕事の継続・経済問題である。

⑥ 経済生活再建に関して，漁業者を中心に大きな被害を被った世帯は仕事を失い，仕事

を再開するための資金調達等により生計回復は長期化する傾向が強い。被災時の被害の

程度よりも被災後の高い収入，住宅再建への経済的支援など，経済的なリカバリーが被

災者の生活にとって，より重要である。

⑦ 義援金・復興基金による助成について，奥尻町では義援金から復興基金を造成し，被

災者の生活や事業の再建への支援に充て，大きな成果を上げた。東日本大震災では，義

援金に対する被災規模が膨大であることから，奥尻町のような効果を十分に期待するこ

とは困難と考えられる。そのため生活・事業の再建に向けた効果的な支援方策の検討が

必要である。

⑧ 奥尻町は震災前から多額の町債を発行し，復旧・復興でさらに増加し，町財政の圧迫

が懸念される。農山漁村地域，過疎地域では同様の財政問題があり，しかも震災による

一層の財政の圧迫が懸念される。

注：

1) 空港は1974年に開設されたが，震災復興として2006年に滑走路を800ｍから1500ｍに延長し，19人乗り 6型機DHC-

から最大37席の 340 型機へ変更された。Saab B

2) 震災前の奥尻島の産業については，工藤他〔11〕及び同〔12 ，奥田〔9 ，塚越〔24〕を参照。〕 〕

3) 奥尻で漁獲されるウニはキタムラサキウニ，アワビはエゾアワビであり，現在，漁協は漁期前の歩留まり調

， 。 ， ，査の結果によって 両者の漁獲枠を設定している 具体的には ウニは７月16日～８月12日の期間で１日50kg

アワビは４月１日～７月15日の期間（実際の漁は６，７月に集中)に，凪の２～３日間に午前６時半～９時な

どと決めている。

4) 奥尻町の15歳未満の年少人口比率は20.0％あり，全道あるいは道内全市の18.3％を上回っている。これは奥

尻町に自衛隊基地があって，隊員家族に就学期ないし就学前の子供をもつ家族がいるためである。しかし自

衛隊員は定期的な移動者であるため，こうした年少人口の存在が人口の高齢化を押しとどめる効果を果たす

ことは期待しにくい （関〔21 ， .140 ）。 〕 。p

5) 農用地が少ないことから，農業施設の被害は調査研究の対象とさえなっていない（安中他〔57 。〕）

6) 緊急時の自衛隊とボランティアの活動については関〔20〕及び同〔22 ，若林〔60〕を参照。〕
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7) 同会の前身は 地震発生１年前に青苗地区の活性化を目的に 漁協青年部と町会議員等20人で設立された 南， ， 「

奥尻の活性化を考える会」である。第一次復興計画の提示は，高台移転計画の大枠はあるが，住宅建設時期

， （ 〔 〕や住宅規模などの細部が未定であり 震災後の町の広報はきわめて不十分であると指摘されている 桝永 49

.25 。なお，この点については注7)も参照されたい。p ）

8) この時点では（すぐ後で述べるように ，旧５区は「防災集団移転促進事業」により移転する計画であった）

が，旧１～４区は建設省の区画整理事業で実施する計画を検討中であったため（同事業が困難との結論は10

月末に出る ，下町の復旧に関する総合的な説明はできなかった。そのため説明会では 「何故，北海道庁が） ，

復興計画案を作成するのか 「何故，北海道庁案に依拠するのか 「何故，地区住民に情報開示を早くしな」， 」，

いのか」という疑問や不信が被災地住民から出された （関〔21〕 .164 165，都市防災美化協会〔27 ）。 〕。pp -

9) 関〔21〕 .166 167。pp -

10) 8月20日に道庁から奥尻町に提示された素案にあった低地部での旧市街地再生案は，防災上の観点から実現

見込みなしと判断されて，正式な１次案では削除されたではあるが，それが事実上，再浮上したといえる。

（関〔21〕 .166 167 ）pp - 。

11) 当初は建設省のアドバイスで区画整理事業を用いる計画もあったが，減歩や換地に時間がかかる等の課題

があったが，農水省のアドバイスで「漁業集落環境整備事業」は補助率は1 2であるが，集落排水事業が実施/

できるため，町長が同事業の採用を決めた。農水省・北海道開発庁の担当行政官のアドバイスが非常に有効

であったことを役場は評価している。

12) 復興計画とは別に個別に高台地区に移転した被災世帯があった。それらは被災前にすでに高台地区に土地

を所有していた世帯，新たに土地購入のうえ住宅を新築しうる経済的基盤を持つ世帯，災害前から民宿・旅

館を営業し経営再開によって生活再建にいち早く取り掛かりたい世帯等である。1994年9月時点でそうした世

帯は40戸以上あった （関〔21〕 .167 168）。 pp -

13) 個人住宅用の区画数は将来の分家住宅用建設を想定して，余裕を持って造成した。Ａ団地とＢ団地は，道

営で２階建ての集合住宅であり，仮設住宅も設置した。以前は原野や雑種地であったため，大面積の所有者

がいて買収は比較的容易であった。Ｃ団地は山を削って宅地を造成した。

14) 佐藤〔15〕 .34 37，岡田他〔8 。なお，国は災害弔慰金法により，死亡者の遺族に対する災害弔慰金や重p - 〕

傷者への災害傷害見舞金を支給し，生活再建への支援は貸付と税等の減免措置に留まる。

15) 地震発生の翌日に日本赤十字社北海道支部が事務局となり，道内各新聞社，放送局，社会福祉協議会，共同募金

会など20 団体で構成する「北海道災害義援金募集(配分)委員会」が組織され，14日から義援金が募集された （北。

海道南西沖地震記録書作成委員会〔42 ）〕

16) 被害があった対岸の本道の町とともに道レベルで法人の基金を設立する案もあったが，奥尻の被害が他町に比較

して非常に大きい中で，すでに北海道災害義援金募集(配分)委員会から奥尻町宛に配分された義援金を法人でプー

ル計算はできないでだろうという判断から，町単独の条例で基金を設立した。

17) 地方自治体による基金の設置は雲仙普賢岳災害でオーソライズされたものであり，基金の果実を被災者へ

の支援に運用し，基金の元金は期限が来たら返却，利子の償還分は地方交付税を充てるので，地方自治体の

負担はそれほど大きくない（岡田他〔8〕 .77 。p ）

18) このことについて，震災当時の奥尻高校教員（著者の同僚）は，激甚災害法の適用に言及した新聞記者に

対して「あれは，公共物に対してであって，個人の財産には適用されませんから。公共物だけどうにかなっ

ても，そこに住む住民が生活できないんじゃ意味ありませんよ 」と応えている （今井〔7 ， .270。)なお。 。 〕 p

著者の今井は，震災当時に奥尻高校３年を担任する教員であった。

19) 建物のみの新築費用は，1000～1500万円と1500～2000万円とが３割程度であった（室崎他〔55 。〕）

20) 漁業への支援については，松田〔47〕による。
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21) 1995年に檜山支庁管内の 上の国 江差 乙部 熊石 大成 北檜山 瀬棚 奥尻の８漁協が合併して ひ， ， ， ， ， ， ， ， 「

やま漁業協同組合 （本所は乙部）が設立された。津波による被害がこの合併に影響している。」

22) 商店主が協議して下町に商店ゾーンを作ることを発案した。震災前に借地・借家で営業していた商店主のために

町営の賃貸店舗を建設する案も当初はあったが，多額の義援金による復興基金からの助成ができたため，新築によ

る商店街が形成された。

23) なお，前述のように奥尻島の漁家はウニ，アワビの磯根漁業だけでなく回遊魚漁をも兼営しているため，震災後

にウニ，アワビの禁漁期間がありつつも漁業での生計を立てることが可能であった。

24) 平行移植は海藻類の少ない海域のウニをタモですくって海藻の多い海域に移植し，育成を図るもの，深浅

， 。移植は海底の深層にいるウニを潜水して獲り 漁場となる浅層へ移植することで資源量を増やすものである

ウニの平行移植は震災前から実施していたが，深浅移植は震災後に行い，ともに現在も補助金や組合員の賦

課金により，漁協の事業として行っている。なお，甚大な被害を受けた青苗地区では，青苗地先西海岸が震

災の影響により，水深30センチメートル以下であった遠浅の浜が1メートル地盤沈下して長さ400メートル沖

合200メートルの磯となり，ここでキタムラサキウニの養殖が始まった（土井〔25 ）が，これも平行移植の〕

一貫として行われたものであろう。

25) 三菱ふそうトラック・バス株式会社〔50 （株）海老原建設が農業に参入している。同社の先代は，畜産〕。

農家で，酪農から短角牛へ転換，さらに黒毛和種と褐毛牛に移行した。現在は，(有)海老原牧場（専従者２

人）が，肥育した牛を「奥尻和牛」のブランドでホテル１社に契約販売している。他方で1970年に開始した

建設業が，現在の（株）海老原建設である。同社は，1999年にブドウ栽培を開始し，2009年からワインを醸

造・販売している。25 のブドウ園で120ｔのワインを生産することを当面の計画としているが，将来的にはha

その３～４倍の生産を目指している。なお （株）海老原建設のグループ企業に水産加工業の(有)高田水産が，

あり 「奥尻粒ウニ」の生産・販売も行っている。，

26) 調査研究ではないが，奥尻の震災を題材にした作品として，今井〔7〕の他に，麻生直子（1994 『奥尻島）

断章』潮流出版社，同編（1999 『奥尻 駆けぬける夏』北海道新聞社，同編（2008 『憶えていてください―） ）

奥尻島・地震と津波の記憶』梧桐書院（麻生は奥尻島出身者の詩人，後２者は島の子供たちの詩集 ，木村清）

紹 (1993 『わが奥尻島―悲しみを超えて，夢を追う』祥伝社（著者は奥尻島在住，同書の主題は彫刻家・流）

政之との奥尻島の町おこし ，小林陽子（1998 『ぼくらの町がきえた』新日本出版社，竹野栄（2010 『地震） ） ）

・津波・大震災におそわれた北海道奥尻島！もうはちじいの島帰り』近代文藝社（著者は奥尻島出身の児童

文学作家 がある またフォーク歌手・泉谷しげるは 奥尻支援の街頭チャリティー演奏を全国で実施し 泉） 。 ， （

谷しげる（1993 『ひとりフォークゲリラ ライブ 』 はそのライブ ，同（1994 『お） ）! GUERRILLA RECORDS CD

前ら募金しろ！―泉谷しげるのひとりフォークゲリラ 』読売新聞はその記録 ，震災をテーマにした曲「黒）

い波 （ メッセージ・ソングズ』 1994年，ビクターエンタテインメント，所収）をリリースした。」『

27) 津波被害からの復興に関する調査・研究は，奥尻等と昭和三陸津波の田老町とにおける市街地復興以外は

ほとんど行われていないと指摘されている（国土庁防災局〔14〕 .2 。p ）

28) 防災教育や被災地の復興を研究している定池は，奥尻等に在住していた中学２年の時に北海道南西沖地震

を経験しており，それ踏まえて定池〔17〕の中で，取材とマスコミへの嫌悪・モラルの問題として「悲劇の

島として取り上げられた。避難所で泣いている人にインタビューを行ったり，津波の絵を描かせることによ

， 」 （ 〔 〕 ）。って 悲しみを思い出させるようなことをした と指摘している 今井 7 はその諸事例を記録している

さらに「調査公害」として「研究者からのアンケート調査が度々あり，似たようなアンケートに何度も答え

た。その結果が奥尻の人々に活かされたのか，疑問を感じる」と指摘している。

29) 1994年2～3月の時点で，青苗地区の２団地（空港前，特養前）の９坪型の仮設住宅に居住した43戸（平均

） ， （ ） ， （ 〔 〕 ）。年齢57歳 中で 被災後に転職した者は46％ 20戸 であり 彼らの元の職業は漁業である 牧 44 .64p
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30) かつて漁業者の家には，住宅，車庫，倉庫，番屋，作業場があって，それらが道の両側にゴチャゴチャと

配置されていた。震災後の町づくりでは，分譲地に専用住宅と車庫，倉庫を建て，漁業生産に関する施設は

漁港用地に建てることにして，ウニやツブのストックヤードの建物，漁網・漁具を整理する作業場，保管す

る施設を建てた。そのため漁業者が住宅の隣にある番屋で漁網・漁具を補修するなどというスタイルは無く

なった。
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